
２９ 川崎市災害時要援護者緊急対策 （二次避難所整備） 事業実施要綱 

【健康福祉局総務部危機管理担当】 
 
（目的） 

第１条 この事業は、一次避難所での避難生活において何らかの特別な配慮を要する高齢者及び障害者等

の災害時要援護者（以下「要援護者」という。）を、社会福祉施設等を利用した二次避難所に収容し保護

することにより、何らかの特別な支援を実施し、要援護者の安定した避難生活を確保することを目的とす

る。 
（実施主体） 

第２条 実施主体は、川崎市（以下「市」という。）とする。 
（対象者） 

第３条 次に掲げる者のうち、市内に居住する者でかつ、市災害対策本部健康福祉部長が認めた者（以下「要

援護者等」という。）は、この事業により二次避難所に収容することができる。 
(1) 要援護者のうち、一次避難所において安定した避難生活を送ることが困難で、二次避難所において

何らかの支援を必要とする者 
(2) 前号に規定する要援護者の親族等で、二次避難所において当該要援護者と共に生活することにより、

当該要援護者の安定した避難生活の確保に寄与する者 
（二次避難所） 

第４条 この事業において、二次避難所とは、市と社会福祉法人等（以下「法人等」という。）が、災害時

に要援護者等の避難施設として民間社会福祉施設等を使用することに関する協定書（第１号様式。以下

「協定書」という。）により、二次避難所としての使用について協定を締結した社会福祉施設等及び市の

指定した市営施設とする。 
（協定の締結） 

第５条 社会福祉施設等を二次避難所として使用するためには、市と法人等が、前条の規定による協定書を

締結するものとする。 
（要援護者等の受入手続） 

第６条 市は、要援護者等の二次避難所への収容が必要となった場合には、要援護者等の受入れについて、

要援護者等受入依頼書（第２号様式）により法人等に依頼するものとする。ただし、緊急を要する場合は、

この限りではない。 
（要援護者の移送） 

第７条 要援護者等の移送については、原則、市が行うものとする。 
（受入状況の報告） 

第８条 要援護者等を受け入れた法人等は、その受入状況について、要援護者等受入状況報告書（第３号様

式）により市に報告するものとする。 
（物資の調達及び介護支援者の確保） 

第９条 市は、要援護者等に係る日常生活用品、食糧、医療材料等の必要な物資の調達に努めるものとする。 
２ 市は、要援護者等の支援に必要となる看護師、介護員、ボランティア等の介護支援者の確保に努めるも

のとする。 
（経費負担） 

第１０条 二次避難所において、要援護者等が利用期間内に消費した消耗品等の経費については、市が負担

するものとする。なお、消耗品等の範囲については、別表第１に定めるとおりとする。 
（負担金の請求） 

第１１条 要援護者等を受け入れた法人等は、要援護者等が利用期間内に要した消耗品等の経費について、

消耗品等費用請求一覧 （第４号様式） により川崎市長 （以下「市長」という。）あて請求するものとす

る。 
（負担金の決定） 

第１２条 市長は、前条の規定に基づき、法人等が請求した内容を審査のうえ、負担の要否を決定するもの



とする。 
２ 市長は、前項の規定に基づき負担を決定した場合は、速やかに支出の手続きを行うものとする。 
（運営計画の策定） 

第１３条 市及び法人等は、人員体制、連絡体制等、二次避難所の運営について協議のうえ、運営計画を策

定するものとする。 
（関係機関との連携） 

第１４条 市及び法人等は、本事業を円滑に実施するために、関係機関との連携に努めるものとする。 
（その他の事項） 

第１５条 この要綱に定めるものの他必要な事項は、健康福祉局長が別に定める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年３月２９日から施行する。 
（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、市と法人等との間で締結された協定については、この要綱の規定に基づき協

定を締結したものとみなすものとする。 
 
附 則 

この要綱は、平成１９年１２月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２１年８月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２５年９月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 
 
別表１及び第１～４号様式 省略 
 
 
 
 
 
 
 
 


